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キヤノンマーケティングジャパン株式会社との販売提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 29年 5月 23日付でキヤノンマーケティングジャパン株式会社（以下、「キヤノ

ンＭＪ」）との間で、販売提携を行うことを決定いたしましたので、お知らせいたします。また、

開示遅延となったことにつきまして深くお詫び申し上げます。 

 

 

１．販売提携の理由 

ＩＴ革命以降、業界を問わず企業は自社のビジネスや業務の効率化と最適化のために数々の

IT ソリューションを導入してきました。 

一方で、購買側やユーザ側における環境はデバイスやメディアチャネルの進化により激変し、

その行動も多様化してきました。企業はそのような中で売上を拡大する仕組み作りに加えて、コ

ストやサービスの品質といった面における自社マーケティングの変革と拡大にも取り組まけれ

ばならない状況にあります。 

このような状況の中、近年ではこれまでの偏ったマーケティングではなく、デジタルとアナロ

グ、アナログとデジタル双方の施策やソリューションをシームレスにつなぐデジタルトランスフ

ォーメーションを実現する統合型のマーケティングプラットフォームが求められるようになり

ました。 

この提携によって、当社が提供するマーケティングオートメーション、イベントマーケティン

グソリューションをお客様のニーズに合わせてキヤノンＭＪのソリューションと連携させ、同社

の販売網を通じて提供し、お客さまの最適なデジタルマーケティング基盤の構築を支援していく

ことで、両社のさらなる発展につなげて参ります。 

 

２．販売提携の内容 

当社とキヤノンＭＪは、当社の提供する統合型マーケティング環境である SHANON MARKETING 

PLATFORM の販売ならびに導入運用支援で提携し、当社が提供するマーケティングオートメーシ



ョン、イベントマーケティングソリューションとキヤノンＭＪが提供しているソリューションと

の連携を拡大させ、お客様のニーズを満足させるマーケティングを支援して参ります。 

 

３．販売提携の相手先の概要 

（１） 名 称 キヤノンマーケティングジャパン株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区港南 2－16－6 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 坂田 正弘 

（４） 事 業 内 容 
ビジネス機器・コンスーマ機器・産業機器・医療機器のマーケティン

グ並びに関連ソリューションの提供 

（５） 資 本 金 73,303百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 43年 2 月 1日 

（７） 大株主及び持株比率 

キヤノン株式会社 50.11% 

キヤノンマーケティングジャパングループ社員持株会 4.17% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1.75% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 26年 12期 平成 27年 12期 平成 28年 12期 

 連 結 純 資 産 270,352百万円 277,438百万円 280,919百万円 

 連 結 総 資 産 479,747百万円 486,502百万円 497,727百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 2,082.60 円 2,136.22 円 2,162.96 円 

 連 結 売 上 高 659,432百万円 646,002百万円 629,313百万円 

 連 結 営 業 利 益 百万円 百万円 百万円 

 連 結 経 常 利 益 26,553百万円 28,040百万円 28,717百万円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
16,030百万円 15,670百万円 18,161百万円 

 １株当たり連結当期純利益 123.62円 120.84円 140.06円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 40.00 円 45.00 円 50.00 円 

 

４．日 程 

（１） 決 定 日 平成 29年 5 月 23日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 29年 5 月 29日 



（３） 事 業 開 始 日 平成 29年 5 月 29日 

 

５．今後の見通し 

本件に関する当期業績への影響は軽微でありますが、将来にわたり企業価値の向上を実現する販

売提携と考えております。今後、公表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

（参考）当期連結業績予想（平成 29年 1月 27日公表分）及び前期連結実績 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（平成 29年 10月期） 
1,789 百万円 101百万円 98 百万円 66 百万円 

前期連結実績 

（平成 28年 10月期） 
1,534 百万円 46 百万円 42 百万円 36 百万円 

 


